
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
(特 定 償 却 資 産)

建 物 14¶367¶658¶127 660¶139¶793 ` 15¶027¶797¶920 5¶677¶481¶932 540¶043¶484 1¶421¶395 ` ` 9¶348¶894¶593

構 築 物 1¶612¶857¶411 117¶946¶803 168¶350 1¶730¶635¶864 1¶033¶897¶989 62¶112¶540 ` ` ` 696¶737¶875

工具器具備品 795¶011¶894 ` 25¶949¶200 769¶062¶694 740¶719¶894 22¶450¶394 ` ` ` 28¶342¶800

船 舶 7¶140¶000 ` ` 7¶140¶000 7¶139¶995 ` ` ` ` 5

車 両 運 搬 具 6¶265¶169 ` ` 6¶265¶169 6¶265¶165 ` ` ` ` 4

図 書 5¶323¶688 ` ` 5¶323¶688 ` ` ` ` ` 5¶323¶688

計 16¶794¶256¶289 778¶086¶596 26¶117¶550 17¶546¶225¶335 7¶465¶504¶975 624¶606¶418 1¶421¶395 ` ` 10¶079¶298¶965

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時 価（＊１） 差 額

\ 投資有価証券
満期保有目的の債券 505¶266¶234 506¶500¶000 1¶233¶766

] 現金及び預金 6¶910¶065¶057 6¶910¶065¶057 `

^ 未収附属病院収入 2¶684¶209¶523

徴収不能引当金（＊２） －47¶802¶180

2¶636¶407¶343 2¶636¶407¶343 `

_ 国立大学財務・経営センター
債務負担金

(2¶701¶181¶668) (2¶954¶287¶217) (253¶105¶549)

` 長期借入金 (3¶659¶128¶000) (3¶794¶254¶472) (135¶126¶472)

a 未払金 (4¶689¶060¶331) (4¶689¶060¶331) `

（＊１）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（＊２）未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。

平
成

™
œ
年

˜
—
月

�
日
月
曜
日

(
号
外
第

™
˜
Ÿ
号
)

官
報

（＊）ＰＦＩによるサービス部分の対価の支払予定額
貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間にかかる支払予定額 200¶793¶772円
貸借対照表日後一年を超えるＰＦＩ期間にかかる支払予定額 4¶406¶133¶931円
なお、本事業は、物価変動や金利変動もしくは役務内容等について、必要に応じて当法人と事
業者が協議のうえサービス購入料の改定を行うこととしております。

Ø．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ
いては国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基
づき、公債を保有しており、株式等は保有しておりません。また、未収附属病院収入は、債権管
理細則に沿ってリスク管理を行っております。国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期
借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施し
ております。

（注１）金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券
これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

] 現金及び預金並びに^ 未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証によ
る回収見込額等により、時価を算定しております。

_ 国立大学財務・経営センター債務負担金及び` 長期借入金
国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の時価については、元利金の合計額
を同様の新規借入を行なった場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。

a 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

Ù．賃貸等不動産関係
当法人は、沖縄県内において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要
性が乏しいため、注記を省略しております。

Ú．重要な後発事象
該当事項はありません。
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